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スタートするスウェーデンの大学評価制度

Utvarderging av Universitetet och Hogsko1or att Starta aven i Sverige 

北海道東海大学教育開発研究センター教授、
川崎一彦

ストックホルム大学環太平洋アジア研究所派遣教授

Prof.Kazuhiko Kawasaki 

【規制緩和、民営化】 【大学の規制緩和】

規制緩和、民営化の動きは、世界的な潮流の下 この動きは、大学についても例外ではない。

でスウェーデンでも 1980年代の半ばに当時の社民 スウェーデンの大学は国立が原則で、総合大学

党政権が導入し始めたが、 1991年に代わって誕生 ( U niversitet、ストッグホルム、ウプサラ、リン

した中道右派連立政権はそれを怒濡のように推し チョーピング、ルンド、ヨーテボリおよびウメオ

進めている。

これまで、普遍主義、そして公的ファイナンス

による公的サービスを原則としてきたスウェーデ

ンの福祉も、サービスの提供については民間の参

入を認める方向が明確である。その背景には、①

財政赤字の急増、そして①公共サービスの独占に

よる効率および国民の選択の余地の低下があげら

れる。

最近の主な規制緩和、民営化の動きとしては以

下があげられる。
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銀行の融資枠撤廃

外国銀行参入認可

外国為替規制撤廃

タクシー 開業・料金設定自由化、必要

性の検討撤廃

国内航空 開業-料金設定自由化

公共職業安定所の独占撤廃

郵便事業に民間の参入を認可

学童児の歯医者選択を自由化、民営保育

闘を自由化

鉄道事業(予定)

の6つ)、およびその他の大学(hogsko1a、中小

総合大学15、単科大学6、芸術大学8、看護福祉

大学30)が、全国22の地域にある。

これまでは、大学教育の内容については細かな

規制があり、例えば学生の募集-選考についても、

UHA(大学庁)が全国を一括して実施してきた。

しかし、現在の 4党連立内閣は高等教育につい

ても以下の基本戦略を明らかにしている。

-分権化

・目的、実績による評価および管理

・大学聞の競争、市場原理の導入
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「品質管理」の徹底

具体的には、 1992年6月末に、 UHAが廃止さ

れ、 5つの官庁に分割された。

また、今年1993年7月からは以下のような大規

模な制度の変更が行われる。

-詳細な管理を廃止する。大学の独自の学科、カ

リキュラムの編成、人事、予算配分を自由にし、

学生の募集・選考を各大学が個別に実施する。

-教育、研究において実績に基づく予算配分を加

味する。

. 93-95年度に、自己評価、「品質管理」システ

ムを各大学に確立させる条件付きで教育を委託す

る。決められた基準に達しない場合には予算が減

額される。

【大学評価委員会】

このような状況で、 UHA(大学庁)が廃止され

た後、もっとも戦略的な役割を果たす機関は、次

のような機能を持つ「大学評価委員会J(仮名、

近く変更の予定)である。

-全国的な大学の評価を行い、結果を公表する。

-各大学の 「品質管理」システムの開発援助およ

び評価。

-評価方法の開発、国際的な情報収集0

・大学学科等の設置基準、審査機能。

大学評価委員会の長官はスティーグ・ハーグス

トローム教授 (60)である。同教授は材質物理学

が専門で、スウェーデンのウプサラ大学、リンチ

ョーピング大学、チャルメシュ工科大学、米国の

MIT、カリフォルニア州立大学、スタンフォー

ド大学など7つの大学におけるキャリア、そして

シリコンパレーのゼロックス社の研究所長という

産業界の経験も持っている。

社会 ・大学・企業聞のつながりを強化する必要

がある、というのが持論だ。

ウンケル文部大臣に請われて、スタンフォード

の教授から4人の子供は米国に残して現職に赴任

した。旧知の同教授に私は3月に久しぶりにお会

いしたが、日本の大学事情にも関心を持っておら

れ、訪日の意欲も示された。

「自己評価」のシステム作りに目下懸命な日本

の大学関係者にとっても、ハーグストローム長官

が訪日されれば相互に有意義な意見交換が期待出

来る。

スウェーデンの障害者雇用
ーサムハルの挑戦一

Employment of handicaped in Sweden -Challenge of SAMHALL-

社会の隅々にまでノーマライゼーションの考え

が行きわたっているスウェーデンにおいては、障

害者の雇用についても例外ではない。働くことが

すべての人間の資格として与えられ、障害者が多

く働く企業でも、一つの組織として大きな利益を

あげることができるということをしっかりと証明

している。

「完全雇用」を目標とするスウェーデンでは、

障害者が一般市場で仕事に就きやすいように、そ

してそれが不可能でも雇用の機会が得られるよう

な政策が整えられている。 k

障害者が職を得る場合、公的な職業訓練セン
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ターで職業教育や職業訓練をうけ、自分にあった

仕事を見つけ労働市場へと出ていくことが多いが、

一般企業内での職業訓練もよく行われている。こ

の場合、雇用主には補助金が支給される。また、

障害者を雇用するために職場を改造したり、作業

補助器具の必要がある場合も補助金が支給された

り、補助具の提供をうけられる。そして最も大き

なサポートは賃金への補助金の支給で、ある。知的

障害者を例にとると、賃金に対する補助金の割合

は、雇用 l年目では90%、 2、3年目が50%、4

年目が25%となる。このような補助金雇用によっ

て一般市場での雇用が促進されている。



補助金雇用と併行して行われているのが保護雇

用である。 一般企業で働くことはむずかしい人に

も雇用の機会をつくり出すための雇用制度で、そ

の保護雇用を行う最大の企業がSAMHALL
(サムハノレ)である。

ストックホルム郊外
チューリンゲのサムハル本社
(親会社)

1980年に設立された国営保護雇用企業サムハル

は、 Tullingeにある親会社と各レーン

(県)に一つづつある24の支社、そして 8つの貿

易会社からなる企業で、全従業員 3万5千人のう

ち、約3万人が何らかの障害をもっ人達である。

各レーンごとの支社は平均24のワークショップ

を置き、それぞれに特色ある製品づくり、マーケ

ティング、そして従業員教育(職業教育、訓練な

ど)を行っている。業務領域をみると主なものは

機械工業部門で、機械部品のパッケージや組立て

の下請生産が多い。木工・家具製品の製造がそれ

につづき、スウェーデンが誇る「イケア」の家具

もサムハルが大部分をうけ負っている。その他種

々のサービス業、印刷業などそれぞれの地方の

ワークショップが独自の特性を生かして生産活動

を行っている。

サムハルの設立によって、通常の職場では職が

得られない障害者も、自分の能力にあった仕事を、

自分の生活する地域で獲得することができるよう

になった。週20時間の労働時聞をこなせる者なら、

どんな障害をもっていても雇用の対象となり、賃

金が支払われる。その賃金も一般就労の85~90%

が支給されており、社会保険への加入や雇用諸手

当も一般の労働者に適用されるのと同様に保障さ

れているのである。そしてさらに保護雇用にとど

まらず、一般就労市場で働くことができる人を増

やすための職業訓練もサムハルに課せられている

大きな役割である。

現在サムハルの経営は、 40%の生産収入と、 60

%の国の助成金でまかなわれている。この助成金

によらなくても運営していけるように、経済的に

成長することを目標にかかげていることも大きな

意味がある。保護され続ける組織ではなく、 一般

市場で十分に競争できる一つの企業を作っていく

ことによって障害者の雇用がより促進されていく

ことになるといえるだろう。

このようにたくさんのお金を障害者の雇用にあ

てているスウェーデンではあるが、労働に対して

賃金が支払われることによって、彼らもまた税金

を収める一国民となるのである。それがまた国の

ために使われていくとしづ循環こそが、障害者自

身の労働の喜び、ひいてはスウェーデン社会全体

を支えていると言えるだろう。
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ストックホルム サムハル スポンガ工場
SAMHALL AVEBE (24支庖のうちの 1つ)

現在、世界的な不況の中、サムハルの経営もそ

の波を受けている。事業縮小や財政きりつめで従

業員削減に踏み切るという話を昨年12月にきいた。

しかし、対象は健常者になるだろうとしヴ広報担

当のことばは「就業上ハンディキャップをもって

いる人々に意義深く、発展性のある雇用を準備す

ること」を企業理念の第一に掲げるサムハルなら

ではと感心した。理想はどこまで追求されるか。

いま、注目すべき局面を迎えていると言えるだろ

う。

参考資料

SAMHALL ANUAL REPORT 

1990/91 

小笠毅著『学校から拒否される若者たち』

岩波ブックレット
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{3月以降の研究会・講演会報告》

* 3月12臼(金)午後5時30分より 7時30分まで、新丸ヒ.ノレ会議室Aにて、講師にスウェーデン大使館
科学技術部の小沢徳太郎先生をお迎えし、「福祉国家の考える環境問題」をテーマに研究会を開催した。

日本とスウェーデンの辿ってきた国際的な対応の違いを歴史的推移の比較から両国の価値観の違いを

浮き彫りにしながら、その基本姿勢は福祉国家に発するものであり、環境も福祉と同様に現実を見据え、

生命のサイクルを十分に考慮した予防型の対応をしているという点から詳しく論じて頂いた。

* 3月30日(火)午後2時より 4時まで講師に北海道東海大学教授武田龍夫先生をお迎えし、「スウ
ェーデン老人福祉における人間実存の研究」としづ哲学的なテーマで論じて頂し、た。充実した福祉制度

や政策として高齢者問題においては、普段あまり論じることのない話題を取り上げて頂いた。生活の中

に隠され、政策や制度面の類推の難しい数値からは掘り起こすことのできない、日々の暮しでの感じ方

や、感傷、孤独、社会との連帯観など、さらには一般的な道徳観や国民感情、国民性について、先生の

スウェーデン及び北欧に長く住まれた豊な経験から考察して頂いた。

* 4月20日(火)午後 6時より 8時まで、新丸ビ、ルの大会議室において、講師にイェンシュピンの老年学
研究所の研究員である GerdtSundstrom教授を迎え、「危機的状況のなかでの社会福祉ースウェーデン 6 

における高齢者ケアの問題と今後の見通しについて 」をテーマに、スウェーデンでの高齢者政策の現状

とそれまでの推移、来日された研究目的とスウェーデンとの接点等について興味深いお話をして頂いた。

* 6月5日(土)午後2時より 4時まで、講師はスウェーデン王立スペース物理研究所研究員の山内
正敏氏を迎え「スウェーデンでのオーロラ研究について」豊富なスライドによって非常に珍しいオーロ

ラの数々とその美しさ、また観測所のあるキルナの町の四季折々の様子や住環境にも触れながら説明し

て頂いた。また、観測によって近年の自然破壊を直接知ることが出来ることも述べられ、オーロラ観測

の意義と魅力について話して頂いた。

* 6月30日(水)午後6時より 9時まで、文京区本郷のパリオホールにおいて「地球環境を考える'93ス
ウェーデンからの報告」をテーマに講演会を開催した。内容は 2部構成で、第 l部はスウェーデンより

自然写真家のフcルノ・へルゲソン氏をお招きし、スウェーデンの自然の美しさの数々をピクチャーシ

ョーという日本では珍しい形式で行った。第2部では、パネラーにキャノン株式会社から副会長山路敬

三氏、環境庁から小沢典夫氏、スウェーデン大使館科学技術部から小沢徳太郎氏をお迎えし、当研究所

理事の山田清志がコーディネーターをつとめパネルディスカッションを行った。

《新刊紹介》

今回は最近出版された以下2冊の本を紹介させて頂きます。

三瓶恵子著『スウェーデン右往左往』 日本貿易振興会(ジェトロブックス17)

読後の第一印象は、普段着のスウェーデンが語られているということ。日常の光景からスウェーデン

らしさや豊な国民性が、生活の中に根づいている制度や政策を紹介しながら生き生きと語られている。

生活の悲喜交々の各断面から、福祉国家としての良い面も疑問に思うところも率直に語られており、ま

た福祉の維持や削減が生活に与える反響もさりげなく書かれている。そして、それぞれの話題のなかに、

著者のスウェーデンへの深い愛情を感じとることができる。スウェーデン風ライフスタイルを身近に実

感し、スウェーデンらしさとは何かを知る楽しい一冊である。

武田龍夫箸『物語北欧の歴史 モデル国家の生成』 中公新書1131

ここにご紹介するのは、断片的なモザイクのように語られやすい北欧の国々の歴史を時代の推移を判

り易く示しながら途切れることなく語られており、通史として気軽に手にとって読める親しみやすい一

冊である。

北ヨーロッパの地に繰り広げられてきた歴史的発展と推移が、バイキング時代、キリスト教の伝播、

4 



中世以降は各王朝の人物に時代の焦点を当てながら近代へと絵巻物のように語られてし、く。そして、二

つの大戦と EC加盟を目指し新たな模索をしている現代までが、それぞれの時代の気風や特徴を判り易

く簡潔にまとめながら鮮やかに綴られている。

くSIPニュース〉

ストック木ルムで史上最大の万国博

1997年に、スカンジナビア史上最大といわれる博覧会/産業見本市の開催が予定されている。同イベ

ントは現在のところ、仮にエキスポ1997(Expo 1997) と呼ばれており、スウェーデンの次の 6部門の

後援を受けている 関係当局、ストックホルム市、商工業業界、化学及び教育界、文化部門、旅行並び

に興行業界。同イベン卜に関する最終的決定は本年度末までに下される見込み。

同イベントが1997年に設定されたのは、その年が1897年に聞かれた同様のイベントであるストックホ

ルム工業・美術展 (theStockho1m Exhibition of lndustry)から数えて百周年に当たるためである。

なお、 1897年とし、う年は、スウェーデンが農業国から工業国に変遷してし、く早期段階にあった時期で、

同年の万博は非常な成功を修め、スウェーデン近代史における基準点となった。

エキスポ1997の開催場所はストックホルムの繁華街とその水辺地区、ジュールガーデン公園、プレス

カティ大学地域等で、博物館、劇場、美術館といった既存の施設も同イベントに組込まれる。交通は地

下鉄、通勤用電車、パス、ローカルフェリーといった既存の交通手段が使われる他、スットックホルム

中心地区からフレスカティまでの高架モノレールやストックホルムの二つの島を結ぶロープウェイに関

する構想が研究されているところである。

1997年という年は、 1972年にストックホルムでト聞かれた国連環境会議及びリオサミットのそれぞれ25

周年、 5周年にあたるため、此の度の万博はエコロジー(生態環境)が本質的テーマである。企画開催

準備組織によると、万博の意図するところはスウェーデン独特の自然とクリーンな空気や水を生かして、

21世紀のスウェーデンのイメージを創造することだとし、う。また、もう一つのテーマは「バルト海沿岸

諸国及び都市聞におけるスウェーデン及びストッグホルムの中心的位置」となる見込み。

産業見本市はスウェーデン内外の実業会の協力関係にあるパートナーや顧客、供給者を特に対象とし

たものとなる予定であるが、展示会のターゲットは、ヨーロッパ全体の一般大衆である。

博覧会開催委員会の議長はカール・グスタヴ国王 (KingCar1 Gustaf)、副議長は国会議長のインゲ

ヤード・トレードソン女史 (Mrs.lngegerd Troedsson)がつとめる。また、スウェーデンの産業、科

学、文化面の傑出した代表連に加えて開催委員会には、大監督のグンナル・ヴェーマン (Gunnar

Weman)やスキーの世界チャンピオンのグンデ・スヴァーン (GundeSwan)とし、った名土が名前を連

ねている。

エキスポ1997は、スウェーデンのナショナルデイである 6月6日に開会され、全キリスト教会の礼拝

をもって 8月30日に閉会される予定である。 (SIP221/93) 

スウェーデン政府、緊急援助として 5億クローナを供与

スウェーデン政府は、世界の多くの国々に対する緊急援助費として、総額4億6，300万クローナ (74億

800万円)の供与を行なう、と発表した。国際赤十字社委員会は、人道援助費一主として、アフリカ、

その他、アジア、南米、中東及びヨーロッパに対するーとして I億8，000万クローナ (28億8，000万円)

を受け取ることになる。また、国連難民高等弁務官事務所に、アフリカ及びアジアにおける地域プロジ

ェグトのために 1億クローナ(16億円)が供与される。この他、旧ユーゴのプロジェクトに対しでも

6，000(万クローナ (9億6，000万円)が供与される。

さらにユニセフ(UNICEF)や世界食糧プログラムを通じて、ソマリア、スーダン、エリトリア、

エチオピア、ケニアにおける国連の援助活動に対し、 8，800万クローナ(14億800万円)が割当てられる。

この他、 200万人が干ばつや内紛に苦しめられ、内地難民となっているアンゴラに、 6，500万クローナ(10

億4，000万円)が供与される。

現行財政年度に、スウェーデンは緊急援助費として、約15億クローナ (240億円)を拠出しており、

外務省によれば、同分野における最大の供与国の一つであるとし、う。

政府はまた、モザンピークの平和醸成活動に4，500万クローナ (7億2，000万円)の供与を行なうこと

5 



を決定した。なお、それは国連を通じて供与され、難民の帰還や兵隊の復員のために使われる。

(SIP 230/93) 
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スウェーデン、4万人のボスニア人に永住権を許可ーただし、割当制とビザ制を導入

スウェーデンには目下、およそ 4万人のボスニア人がし、るが、彼らの大半が同地域から我国へ亡命を

求めてやってきた人々である。かれらは現在、スウェーデンの様々な地域に分散して住んでいるが、此

の程の政府決定により、おおむね、我国への永住が認められることになりそうである。スウェーデンは、

ヨーロッパでもオランダを除き、今日までに、ボスニア人の永住を認めた唯一の国て、あるーオランダと

ても、許可数が我国に比べて、かなり低い。

なお、これまで、スウェーデンはボスニアからの難民を割当制度に基づいて受け入れてきたが、政府

は此の程、ボスニア・ヘルツェゴビナの市民にビザを要求することを決定した。最近のスウェーデンに

は、同地域から大変な数一 l週につき1.200~ 1. 700人ーの難民が押し寄せてきているが、彼らはボスニ

アから直接にではなく、その大半がクロアチアの難民キャンプから当地にやってきている。因みに、彼

らはクロアチアのキャンプでは、国連並び有志団体によ って、保護や人道援助を受けることができる。

スウェーデン政府は、同じく割当制度とビザの要求の導入を決定したデンマーク政府と、同政策の一元

化を図ったと述べている。

スウェーデン政府は、また、難民が旧ユーゴに居住をつづけることができるようにするために、3，000万

クローナ (4億8，000万円)の供与を行なうことを決定した。これは15万クローナ (240万円)ずつに分

けられて、現在は民間の個人の好意に頼っている難民の援助向けに、クロアチアとボスニアに割当てら

れる。 (SIP233/93) 

E C加盟に関する中央統計局調査

中央統計局の調査によると、 5月に、スウェーデンのヨーロッパ共同体/ ヨーロッパ連合 (the

European Community /European Union)への加盟に関する国民投票が行なわれたとしたら、賛成票←

28.2%、反対票-42.5%、未決定一28.1%であったろう、とし、う。同調査は、無作為抽出の9，300人を

対象として行なわれたものである。なお、 1992年11月に行なわれた同様の調査結果は、それぞれ27.4%、

43.2%、28.3%であった。

ECへの加盟には、女性(13%)より男性(23%)の方がより積極的であった。また、職業別に見ると、

労働者の場合、賛成 49%、反対 17%であったが、給与稼得者の場合、賛成、反対とも、 37%で、ほぼ同

率であった。事業主及び自営業は、賛成-44%、反対 29%であった。さらに、農家の場合は、賛成票が

1992年11月の15%から、今回は22%に上昇した。また、反対票は49%から43%v，こ下降した。 (SIP232/93) 

1993年度版:世界の軍事支出減少一世界30か所で大きな武力紛争

ストッグホルム国際平和研究所のシプリ年鑑

通り。

「世界の軍事支出は1992年度に15%の減少を示したにもかかわらず、未だに、世界30か所において、

大きな内紛がつづいている。なかでも、死者の数において最も破壊的なのが、タシク共和国とボスニア

.ベルツェゴビナの紛争である。

|日ユーゴの内紛では、 1992年度の死者数がおよそ10万人と見積られており、このうち3万5，000人が3

月-8月期に殺された(米の上院委員会のレポートによる)。また、タジク共和国では、大規模な内紛

が国中に破壊をもたらし、中央アジアが幾つもの新しい国々に分割されることとなった1920年代に早々

と論議されていた、ありとあらゆる最悪のシナリオを遂行することとなった。この内紛では、 1992年度

7月一11月期に、総勢5万人の人々が死んだ。赤十字社によると、人口の10%、すなわち50万人もの人

が国外退去を余儀なくされ、緊急援助を待っている状態にある。

さて、軍事支出が減った主な原因は、旧ソ連地域の国々の防衛費が 1年間で半減したためで、これは

それらの国々の軍事的なドクトリンの変化や安保の必要性が理解されたということよりは、むしろ厳し

い経済状況の結果によるものであろう。片や、北大西洋条約機構 (NATO)の軍事支出は、同期に増
加しているが、これは湾岸戦争の支出によるもので、臨時的なものであろう。J (SIP 231/93) 
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